








平成 13年度の研究活動報告書を刊行するに当って，平成 13年度の反省と平成 14年度の
研究活動の展望を述べてみたい.


















さらに，平成 13年度の懸案事項であった日本技術者教育認定機構(通称JA B E )の
農業工学関連分野の平成 14年度試行受審がほぼ決定されたことは，生物資源学類の学生並
びに構成員に新たな展望をもたらすものと期待され，本学系はこれを積極的に支援するこ
とを確認している.
国立大学の法人化に対応し，本学系は上述のような教育活動の支援や研究活動の活性化
に対する試みを積極的に行なうことは，構成員の共通認識となっている.
この認識は平成 13年度においては確認できているが，平成 14年度は実J民的な運用をl諮
っていかなければならない背景と理由が，本学の柔IT執行部及びその周辺から示された.
この提示内容を具体的に示すと，次のようである.即ち，国立大学法人化では，大学へ
の教育・研究費の資源配分は学士課程，修士課程，簿士課程前期，博士課程後期の各々の
学生数に一定係数を乗じて標準運営交付金を設定するとする情報が学内に大きな衝撃とし
て走っている.今後，国立大学がそれぞれ独立した法人として，その自律性の下に個性あ
る発展を遂げていくためには，既存の枠組の中での発想にとらわれず，それぞれの個性を
活かすための教育研究総織の再編成と運用の改善が求められてくる.本学は全ての教育研
究分野を通じて 5年一貫の博士諜程と修士課程の併立性を採用してきた.今後，教育研究
分野の特性によって様相は異なるが，筑波大学全体として，リサーチ・ユニバーシティと
しての発展を求めていくとすると，学群，学類制から大学院への重点のシフト及び教育研
究分野の在り方について，これまでの自己点検と総括に基づいた見直しが必要である.
さらに，平成 14年度には， 30年にわたる本学の教育や研究体制の評価を踏まえ新規な体
制の構築とその構築に至る論理を，全学を挙げてきちんと詰めておく必要がある.この総
括の中で，農林工学系の研究活動のあり方や教育支援の方策がさらに明確になると考えら
れる.
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